
 Ver1.1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大阪市空家利活用改修補助事業 申請の手引き 

インスペクション・耐震診断・耐震改修設計編 
 

～令和元年度版～ 
 

 

Ｖｅｒ１．１ 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

2019．6．24 

電 話 ０６－６２０８－９６２２ 
ファックス ０６－６２０２－７０２５ 

開庁時間 平日９：００～１７：３０ 

閉 庁 日 土曜日、日曜日、祝日、年末年始 

大阪市都市整備局 
市街地整備部 住環境整備課 
防災・耐震化計画グループ 
 

〒530-8201 大阪市北区中之島１丁目３－２０ 

大阪市役所本庁舎７階 
 

■  お 問 い 合 せ 先 ■ 



 

 Ver1.1 

 

目  次 

 

 

 

１．ご注意 P1 

 

２．補助対象内容について  P1 

 

３．手続きの流れ P6 

 

４．［①事前相談］ P8 

 

５．［②事前協議］に必要な書類及び記入例 P8 

 

６．［③補助金の交付申請］に必要な書類及び記入例 P10 

 

7．［④実績報告］に必要な書類及び記入例 P22 

 

8．［⑤補助金の請求］に必要な書類及び記入例 P34 

 

9．[補助金交付変更申請・変更承認申請]に必要な書類及び記入例 P36 

 

１0．補助事業を廃止する場合に必要な書類及び記入例 P40 

 

１1．代理受領の手続きについて P42 

 

12．耐震改修促進税制について P48 

 

 

 

 

 

 

 

 



1 

  Ver1.1 

ご注意 （申請の前にご確認ください） 
 

木造 非木造

耐震診断技術者

・ ① ＋ ⑥
・ ④ ＋ ⑥
・ ⑤
・ ⑥ （木質系工業化住宅に限る）

・ ②＋⑥

耐震改修設計技術者

・ ① ＋ ③ ＋ ⑥
・ ④ ＋ ⑥
・ ⑤ ＋ ⑥
・ ⑥ （木質系工業化住宅に限る）

・ ②＋⑥

補助対象内容について 
 

 

 

(1) 補助金の交付決定通知を受ける前にインスペクション・耐震診断・耐震改修設計の契約または着手を行った

場合、補助を受けることができなくなります。 

(2) インスペクションのみの申請からインスペクション＋耐震診断（耐震診断費補助制度Ⅰ型）への変更や、インス

ペクション＋パッケージ耐震診断（耐震診断費補助制度Ⅱ型）への変更等はできませんので、実施したい事

業種別を十分検討してからお申込みください。 

(3) 各種申請手続きは、必要書類を作成のうえ、窓口（表紙記載）までご持参ください。 

(4) 地域まちづくり活用型におけるインスペクション、耐震診断、耐震改修設計については区役所との事前協議が

必要です。 

(5) 補助金の支払いは、インスペクション等の完了後、補助金額が確定してからとなります。補助金の交付決定通

知を受けていても、インスペクション等を取りやめた場合、適正にインスペクション等が行われていない場合な

どは、補助金は支払われません。 

(6) 本補助事業については、各年度の予算の範囲内で補助します。よって、予算執行の状況により、年度途中で

あっても、補助申請の受付を終了することがありますのでご了承ください。 

(7) 申請書類は、黒インク又は黒ボールペンで記入してください。（鉛筆や消せるインクは使用しないでください。） 

 

 

 

インスペクション（既存住宅状況調査）について   

●既存住宅状況調査技術者の資格要件 

 既存住宅状況調査技術者講習を修了した建築士であり、かつ既存住宅状況調査に対して責任を負う者である

こと。 

 

  耐震診断・耐震改修設計について   

●耐震技術者の資格要件 

建築士法の規定により登録を受けている建築士事務所に所属する建築士（⑤の受講修了者で建築士以外の

者を除く）であり、次のいずれかに掲げる者であること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

凡例）① 規則※1第５条第１項第１号に規定する「木造耐震診断資格者講習」※2の受講修了者 

② 規則※1第５条第１項各号のいずれかに該当する者 

③ (一財)日本建築防災協会が主催する「木造住宅の耐震改修技術者講習会」の受講修了者 

④ (一財)日本建築防災協会が平成 24 年度及び平成 25 年度に主催又は共催した「木造住宅の耐震

診断と補強方法講習会」の受講修了者 

⑤ (公社)大阪府建築士会等が主催する「既存木造住宅の耐震診断・改修講習会（平成 24 年度以降

に開催されたものに限る。）」の受講修了者 
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⑥ 補助対象となる住宅の設計又は工事監理を行うことができる建築士資格を有する者 

※1 建築物の耐震改修の促進に関する法律施行規則(平成７年建設省令第 28 号) 

※2 (一財)日本建築防災協会が平成 26 年度以降に主催する「国土交通大臣登録 耐震診断資格者講習」等 

 

 

●耐震診断基準  次のいずれかの方法に基づいて行われる耐震改修工事であること。 

【木造住宅】一般財団法人日本建築防災協会による「2012年改訂版 木造住宅の耐震診断と補強方法」に定め

る「一般診断法」又は「精密診断法」 

・ 大阪府住宅まちづくり部建築指導室及び一般社団法人日本建築構造技術者協会による「大阪府木造住宅

の限界耐力計算による耐震診断・耐震改修に関する簡易計算マニュアル 平成 21年 9月」に定める計算法 

・ 一般社団法人プレハブ建築協会による「木質系工業化住宅の耐震診断法」 

【非木造住宅】 

・ 平成 18 年１月 25 日付国土交通省告示第 184 号別添「建築物の耐震診断及び耐震改修の実施について

技術上の指針となるべき事項」第１第２号に定める方法 

・ 国土交通大臣が当該方法と同等以上の効力を有すると認める方法 

 

●耐震改修設計基準   

住宅再生型においては次のいずれかに該当する設計であること。 

【木造住宅】 

・ 耐震診断の結果、上部構造評点が 1.0 未満と判断されたものについて、各階ともに上部構造評点を 1.0 以

上の評価区分まで耐震性を高める設計。 

・ 耐震診断の結果、上部構造評点が 0.7 未満と判断されたものについて、一時的な措置として、各階ともに上

部構造評点を 0.7 以上の評価区分まで耐震性を高める設計。 

・ 耐震診断の結果、1 階部分の上部構造評点が 1.0 未満と判断されたものについて、一時的な措置として、１

階のみ上部構造評点を 1.0 以上の評価区分まで耐震性を高める設計。 

・ 耐震診断の結果、最大応答変位が層間変形角で 30 分の１を超え、軸組を構成する耐震要素によって倒壊

のおそれがあると判定されたもの又は最大応答変位が 15 分の１を超え、構法のいかんにかかわらず倒壊の

おそれがあると判定されたものについて、倒壊をまぬがれるよう、最大応答変位が30分の１以下となるまで耐

震性を高める設計（ただし、一部の軸組に変形能力のない耐震要素が含まれていても柱の軸力保持を保証

する配慮がなされれば、安全限界変位を 30分の１から 15分の１まで延ばしてもよいこととする。） 

・ 耐震診断の結果、上部構造評点が 1.0 未満と判断されたものについて、国土交通省、公的機関（一般財団

法人日本建築防災協会、一般財団法人日本建築総合試験所等をいう。）又は都道府県等の確認又は評価

を受けた耐震シェルターを設置するものの設計。 

【非木造住宅】 

・ 耐震診断の結果、耐震性が不足していると判断された住宅について、Ｉｓ（構造耐震指標）値を 0.6 以上の評

価区分まで耐震性を高める設計。（Ｉｓ値は耐震診断の方法や建物形状等により異なることがあります。） 

 

地域まちづくり活用型においては次のいずれかに該当する設計であること。 

【木造住宅】 

・ 耐震診断の結果、上部構造評点が 1.0 未満と判断されたものについて、各階ともに上部構造評点を 1.0 以

上の評価区分まで耐震性を高める設計。 

・ 耐震診断の結果、最大応答変位が層間変形角で 30 分の１を超え、軸組を構成する耐震要素によって倒壊

のおそれがあると判定されたもの又は最大応答変位が 15 分の１を超え、構法のいかんにかかわらず倒壊の

おそれがあると判定されたものについて、倒壊をまぬがれるよう、最大応答変位が30分の１以下となるまで耐

震性を高める設計（ただし、一部の軸組に変形能力のない耐震要素が含まれていても柱の軸力保持を保証

する配慮がなされれば、安全限界変位を 30分の１から 15分の１まで延ばしてもよいこととする。） 

・ 耐震診断の結果、上部構造評点が 1.0 未満と判断されたものについて、国土交通省、公的機関（一般財団

法人日本建築防災協会、一般財団法人日本建築総合試験所等をいう。）又は都道府県等の確認又は評価

を受けた耐震シェルターを設置するものの設計。 
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【非木造住宅】 

・ 耐震診断の結果、耐震性が不足していると判断された住宅について、Ｉｓ（構造耐震指標）値を 0.6 以上の評

価区分まで耐震性を高める設計。（Ｉｓ値は耐震診断の方法や建物形状等により異なることがあります。） 

 

 

   必要書類の取得方法について（参考）   

【固定資産(家屋)評価証明書の発行】 

証明書の発行については、大阪市内のすべての区役所、区役所出張所の窓口及び市税事務所で行うことがで

きます。 

※ 証明書に、建築年と共有者氏名が記載されていることが必要ですので、窓口へお伝えください。 

＜税証明書の発行できる窓口について＞ 

   （大阪市財政局ＨＰ） https://www.city.osaka.lg.jp/zaisei/page/0000006810.html 

 

【不動産登記事項証明書の発行】 

登記事項証明書（登記記録に記録されている事項の全部又は一部を証明した書面）の交付を請求する場合に

は、請求対象の土地や建物を管轄する登記所に、必要な事項を記載した請求書を提出してください。なお、登

記情報交換サービスを利用することにより、最寄りの登記所に請求することもできます。 

＜登記事項証明書の発行できる窓口について＞ 

   （法務局ＨＰ） http://houmukyoku.moj.go.jp/osaka/index.html 

 

【課税証明書、市税（市民税、固定資産税、都市計画税）の納税証明書の発行】 

証明書の発行については、大阪市内のすべての区役所、区役所出張所の窓口及び市税事務所で行うことがで

きます。 

＜税証明書の発行できる窓口について＞ 

   （大阪市財政局ＨＰ） https://www.city.osaka.lg.jp/zaisei/page/0000006810.html 

 

【住民票の発行】 

住民票の写しの発行については、区役所、区役所出張所、サービスカウンター、市役所１階（住民票・戸籍関

係発行証明書コーナー）の窓口で行うことができるほか、郵送による請求などもできます。詳しくは下記ホームペ

ージをご覧ください。 

※ 世帯全員の記載があるものが必要です。 

＜住民票の写しの交付請求について＞ 

  （大阪市市民局ＨＰ） https://www.city.osaka.lg.jp/shimin/page/0000369790.html 

 

【証明書のコンビニ交付サービスについて】 

マイナンバーカードをお持ちの大阪市民の方は、窓口よりも交付手数料が100円お得なコンビニ交付サー

ビスを是非ご利用ください。（一部交付できない証明書があります。）詳細につきましては、大阪市ホームペ

ージをご覧ください。 

（大阪市コンビニ交付ＨＰ） https://www.city.osaka.lg.jp/shimin/page/0000284183.html 

（大阪市マイナンバーカードＨＰ） https://www.city.osaka.lg.jp/shimin/page/0000427409.html 

（大阪市市民局ＨＰ） https://www.city.osaka.lg.jp/shimin/page/0000284183.html 

（大阪市財政局ＨＰ） https://www.city.osaka.lg.jp/zaisei/page/0000336592.html
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■ 建築年次が確認できる書類 有効期限 参　　考

　①検査済証 新築時の検査済証の写し（原本照合）

建築（新築、増改築等）後、完了検査
に合格すれば取得できる。
建築基準法では、建築確認や検査な
どに関する書類を閲覧できるように
なっているので、手元に書類が無い場
合は、大阪市都市計画局建築指導部
において建築計画の概要、建築確認
や検査を受けているかどうかを知るこ
とができる。（中には、建築確認や検
査を受けていないものがある。）

　②建物登記簿謄本
交付申請書の受付時点で、発行から
3ヶ月以内のもの

　③固定資産（家屋）
評価証明書

申請年度のもの、もしくは、証明書の
発行が前年度であれば、前年度のも
のでも可とする。
※前々年度のものは認めない。
【例】
■2019年3月31日までに発行された場
合
2018年度の証明書
■2019年4月1日以降に発行された場
合
2019年度の証明書

2019年度の固定資産（家屋）証明書
は、2019年4月1日から発行できる。

■ 建物所有者が確認できる書類 有効期限 参　　考

　①建物登記簿謄本
交付申請書の受付時点で、発行から
3ヶ月以内のもの

建物を新築した場合は完成後１ヵ月以
内に、所有権が変わった場合は、随時
行う。

　②固定資産（家屋）
評価証明書

申請年度のもの、もしくは、証明書の
発行が前年度であれば、前年度のも
のでも可とする。
※前々年度のものは認めない。
【例】
■2019年3月31日までに発行された場
合
2018年度の証明書
■2019年4月1日以降に発行された場
合
2019年度の証明書

2019年度の固定資産（家屋）証明書
は、2019年4月1日から発行できる。

■ 建物所有者の死亡が確認できる書類 有効期限 参　　考

　①除籍謄本 無し

　②戸籍謄本 無し

■ 被相続人との関係が判るもの 有効期限 参　　考

　①戸籍謄本
建物所有者（工事の場合
は共有者を含む）が死亡
している場合

交付申請書の受付時点で、発行から
3ヶ月以内のもの

法定相続人全員が確認できるものが
必要。

■ 有効期限 参　　考

同意書等が必要で、か
つ、実印の押印が必要な
場合のみ

交付申請書の受付時点で、発行から
3ヶ月以内のもの

■ 有効期限 参　　考

交付申請書の受付時点で、発行から
3ヶ月以内のもの

引越後、14日以内に提出する。

公的証明書等の有効期限

建物所有者（工事の場合
は共有者を含む）が死亡
している場合

住民票

印鑑登録証明書
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■ 有効期限 参　　考

課税（所得）証明書
（補助事業者）

【耐震改修工事費補助】
全て
【耐震診断費補助Ⅱ型】
【耐震改修設計費補助】
建物が昭和56年以前に建
築された場合・自己居住
(親族居住含む)の場合の
み必要

課税（所得）証明書
（補助事業者を除く
世帯全員）

【耐震改修工事費補助】
建物が昭和56年以前に建
築された場合のみ必要

■ 市税（市民税、固定資産税、都市計画税）の納税証明書 有効期限 参　　考

納税証明書

【インスペクション補助】
【性能向上に資する改修工事費
補助】
【地域まちづくりに資する改修工
事費補助】
【耐震診断費補助Ⅰ型】
【耐震診断費補助Ⅱ型】
【耐震改修設計費補助】
【耐震改修工事費補助】

申請年度の前年度のもの。
なお、未納額がある場合は、交付申請
書の受付時点で、発行から3ヶ月以内
のもの、かつ、未納額のうちすべてが
納期限未到来額となっているものに限
り認める。

また、申請年度の証明書であっても、
未納額（納期限未到来を含む）が0円
であるものは可とする。
※前々年度のものは、認めない。

税目や支払方法（源泉徴収、口座振
替、窓口払等）により、納期限が異な
る。納期限までに納めるべきものがす
べて納めていただいている場合は、未
納額 ＝ うち納期限未到来額　となる。
また、支払後、概ね10日程度は支払
いの確認ができない場合がある。

■ 前年度の消費税及び地方消費税確定申告書の写し 有効期限 参　　考

確定申告書の写し

※消費税仕入税額控除を
行う場合に限る
限る
【インスペクション補助】
【耐震診断費補助Ⅰ型】
【耐震診断費補助Ⅱ型】
【耐震改修設計費補助】

申請年度の前年度のもの

2018年分の消費税及び地方消費税の
確定申告書の提出期限は、2019年4
月1日（月）である。
なお、2018年分の消費税及び地方消
費税の確定申告分の納期限は、2019
年4月1日（月）であるが、振替納税を
利用している場合は2019年4月24日
（水）が振替日である。

申請年度（前年中の所得）または申請
年度の前年度（前々年中の所得）
【例】
■交付申請書の受付が2019年4月1日
～2019年5月31日の場合
2018年度（2017年中の所得）の証明書
とする。
（前年度（前々年中の所得）の証明書
しか取得できないため。）
■交付申請書の受付が2019年6月1日
以降の場合
2019年度（2018年中の所得）の証明書
が望ましいが、証明書の発行が5月31
日以前であれば、2018年度（2017年中
の所得）の証明書でも良い。

課税（所得）証明書は、前年の所得を
証明するもの。新年度の課税（所得）
証明書は、6月1日（土日の場合は翌
開庁日）から発行可能。
例：2019年度の課税（所得）証明書
（2018年中の所得の証明）は、2019年
6月1日より発行できる。

課税（所得）証明書
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－　住宅再生型　インスペクション・耐震診断・耐震改修設計　－

上記の交付決定通知を受けた後に、契約 してください

※通知を受ける前に契約、またはインスペクション等の着手を行った場合、補助を受けることができなくなります

変更・廃止がある場合は別途申請が必要になりますので、窓口までお問い合わせください

（実績報告の提出期限、または2020年1月31日のいずれか早い日までにご提出ください）

インスペクション・耐震診断・耐震改修設計の実施

区役所もしくは都市整備局までお問合せください

①事前相談

a

受付は補助事業着手予定日の30日前かつ2019年12月27日まで
（事前協議書の提出後、3ヶ月以内にご提出ください）

③補助金の交付申請

補助金の交付決定通知

（補助金の交付申請から、約1ヶ月（書類の訂正期

間を除く）で通知書を送付します）

a

上記の交付決定通知を受けた月の3ヶ月後の月末、

または2020年2月28日のいずれか早い日までにご提出ください

④実績報告

補助金の額確定通知

（実績報告書の提出から、約1ヶ月（書類の訂正期

間を除く）で通知書を送付します）

a

2020年4月30日までにご提出ください

⑤補助金の請求

補助金の入金

（請求書の提出から、約1ヶ月後に補助金が振り込ま

れます）※振込日の通知はありません

契約後、実績報告の提出までに全額をお支払いください
（代理受領の場合は支払時期が異なります）

空家利活用改修事業者への支払い

補助要件の確認のため都市整備局との協議が必要な場合があります

②事前協議

手続きの流れ 
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ー　地域まちづくり活用型　インスペクション・耐震診断・耐震改修設計　－

上記の交付決定通知を受けた後に、契約 してください

※通知を受ける前に契約、またはインスペクション等の着手を行った場合、補助を受けることができなくなります

変更・廃止がある場合は別途申請が必要になりますので、窓口までお問い合わせください

（実績報告の提出期限、または2020年1月31日のいずれか早い日までにご提出ください）

インスペクション・耐震診断・耐震改修設計の実施

区役所もしくは都市整備局までお問合せください

①事前相談

a

受付は補助事業着手予定日の30日前かつ2019年12月27日まで
（事前協議書の提出後、3ヶ月以内にご提出ください）

③補助金の交付申請

補助金の交付決定通知

（補助金の交付申請から、約1ヶ月（書類の訂正期

間を除く）で通知書を送付します）

a

上記の交付決定通知を受けた月の3ヶ月後の月末、

または2020年2月28日のいずれか早い日までにご提出ください

④実績報告

補助金の額確定通知

（実績報告書の提出から、約1ヶ月（書類の訂正期

間を除く）で通知書を送付します）

a

2020年4月30日までにご提出ください

⑤補助金の請求

補助金の入金

（請求書の提出から、約1ヶ月後に補助金が振り込ま

れます）※振込日の通知はありません

契約後、実績報告の提出までに全額をお支払いください
（代理受領の場合は支払時期が異なります）

空家利活用改修事業者への支払い

区役所との協議が必要です

（補助要件の確認のため都市整備局との協議が必要な場合があります）

②事前協議
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●都市整備局窓口（表紙記載）もしくは空家が所在している区役所空家相談窓口までお問合せください。 

 

 

 

 

 

● 提出書類一覧（区役所あて） 

②事前協議 （区役所窓口へ提出）  提出部数＜１部＞ 

 
１ 

 
 

᷂Ḣ Ḍ ͜ ˗ѼӲ

 
╛ B 地域まちづくり活用型の場合のみ 

 

★ 区によって様式が異なりますので空家が所在している区役所空家相談窓口までお問合せください。 

★ 長屋等の区分所有で所有者が複数の場合は、それぞれ事前協議書類を提出してください。  

★ その他、上記以外の書類が必要になる場合があります。 

★ ご提出いただいた書類は返却しませんので、控えは別途ご用意ください。 

 

 

 

＜注意事項＞ 

補助要件の確認のため都市整備局窓口（表紙記載）と協議が必要になる場合があります。 

【必要書類】 

・建物外観と前面道路をわかりやすく写した写真 

・建築年次（平成１２年に建築されたものにあっては建築年月日）及び建物所有者が確認できる書類（固定

資産(家屋)評価証明書・登記簿謄本等  ③-4 参照） 

・間取り図 等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［②事前協議］ に必要な書類及び記入例 
 

［① 事前相談］ 
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ˢⱧ Ẹṳ ˣ ꜠ BˢᶆỸẶ ˣ 

    

                         Ὦ  

 

̓̓Ỹ                                 

 

Ẏ  יּ ⁸ӔӢʴˀῬ - -  

 

♃   Ẏ     Ԋ 

                             

  06    －  

 

 

∫◕Ἃᴪ ᶨ ᵠ ⱧỘˢ ӽϘκξΨϤᶨ ἷˣτἰϥⱧ Ẹṳ  

 

 

 ∫◕Ἃᴪ ᶨ ᵠ ⱧỘˢ ӽϘκξΨϤᶨ ἷˣχ ὯτνΜοʺⱧ ẸṳϬ

“ΞθϛʺᴞṜχρΣϤʺḩἰⱢ Ϭ ΰϘβʻ 

 

͍ʽ Ὧ ∕  

 ∫◕˓˓ Ỹ ̘̘ ̚̚  

 

͎ʽˮ Ẹ ˯χ ὯϬ ΰοΜϥάρΥᶎ πΦϥⱢ  

   ѩ ╛A   

 

 

͏ʽˮ χ˯יּ ὯϬ ΰοΜϥάρΥᶎ πΦϥⱢ  

   ѩ   

 

 

͐ʽˮ ᵠ ῇχ ˯χ ὯϬ ΰοΜϥάρΥᶎ πΦϥⱢ  

ѩ   

ӟ  

・印鑑は、認印で結構です。（スタンプ型印鑑は不可）                  

・法人の場合は、「社印」「代表者印」を押印してください。

提出日（窓口受付日）を記入してください。 

※注意 ： 訂正は、二重線の上に押印してください ⇒ （例）大阪市  

（修正液・修正テープ等は使用せずに、申請印と同じ印鑑で訂正してください） 

印 

事業を行う建物の地名地番 

インスペクション・耐震診断・耐震改修設計について

は不要です 

資料を添付してください 

 

資料（定款・役員名簿等）を添付してください 

②-1  地域まちづくり活用型に係る事前協議書 （様式 B） 
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● 受付期間 

申請の受付期限は 2019 年１２月２7 日です。ただし、予算執行の状況により、期限前に受

付を終了する場合があります。 

※事前協議書等の提出後、3 ヶ月以内に補助申請をしなかった場合は、改めて事前協議書等を提出して

ください。 

 

● 提出書類一覧 

③補助金交付申請  ＊下記の順番に並べて提出してください。 提出部数＜部＞ 

 1  

 

補助金交付申請書 ╛   

 2  委任状 ╛  
申請書類の提出・修正、各種書類の受け取りを
空家利活用改修事業者へ委任する場合 

   付近見取図  
方位・道路及び目標となる地物を明示、敷地は
マーカー等すること 

 3  誓約書 ╛   

 4  

建築年次（平成１２年に建築されたもの

にあっては建築年月日）及び建物所有

者が確認できる書類 

ԍ ї 
固定資産(家屋)評価証明書 等 
（事前相談時に提出の場合はコピー可） 

 5  
課税（所得）証明書 

（申請年度（前年中の所得）のもの） 

 

ԍ ї 

昭和５７年以降に建築された建物および居住形

態がすべて貸家の場合、不要 
（自己居住もしくは親族居住が 1 戸でもある場合は必
要） 

 6  住民票（直近のもの） ԍ ї 補助金の申請者が法人の場合、不要 

 7  
インスペクション・耐震診断・改修設計 

見積書の写し 
 建物所有者   

 

 

8 

 

 
既存住宅状況調査技術者・耐震診断・

改修設計技術者の資格証の写し 
 資格を証明できる書類（資格要件参照） 

 資格証（別添） ╛  

建築士法の規定により登録を受けている建築士
事務所に所属する建築士であること 
（公益社団法人大阪府建築士会が主催する「既存木
造住宅の耐震診断・改修講習会（平成 24 年度以降
に開催されたものに限る）」の受講修了者で建築士以
外の者は不要） 

 9  補助金交付額算出書 ╛   

 ѩ ┴ ʥҲ ⁸ḹ ̊ʣ ὤ

ⱳ ḹֻ  

 ї 1  

★ ご提出いただいた書類は返却しませんので、控えは別途ご用意ください。 

＜注意事項＞ 

・ 共有名義や長屋等の区分所有で建物所有者が複数の場合は、連名による申請又は代表者による申請

のいずれかで行ってください。（区分所有している長屋等で、代表者による申請の場合は、1 住戸等につき

建物所有者 1名以上の同意書が必要です。） 

・ 連名での申請等は様式が異なりますので窓口までご相談ください。 

［③補助金の交付申請］ に必要な書類及び記入例 
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＜注意事項＞ 

・ 共有名義や長屋等の区分所有で建物所有者が複数の場合は、連名による申請又は代表者による申請

のいずれかで行ってください。（代表者による申請の場合は、補助事業者以外の建物所有者の同意書が

必要です。） 

・ 連名での申請等は様式が異なりますので窓口までご相談ください。 

【共通】

令和 年 月 日

㊞

住宅再生型 地域まちづくり活用型

インスペクション

耐震診断（Ⅰ型）

耐震診断・耐震改修設計（Ⅱ型）

耐震改修設計

耐震改修工事

性能向上に資する改修工事

地域まちづくりに資する改修工事

金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

補助事業等の着手

及び完了予定日

過去の補助制度

[ 活用した ・ 活用していない ]

空　家　期　間

面する道路等の幅

[ 命じられている ・ 命じられていない ]

様式１（第５条関係、第９条関係）

6 24

大 阪 市 長

　補助金の交付を受けたいので、大阪市空家利活用改修補助事業補助金交付要綱の規定に基づき、下記の

補助事業者

住　所

ﾌﾘｶﾞﾅ

氏　名

補助金交付申請書

Ẏ Ẑ

Ẏ ⁸ӔӢʴˀῬ , ,

とおり申請します。

記

1 補助事業名称 大阪市空家利活用改修補助事業

□

□

□

（地名地番）

3 交 付 申 請 額

☑ □

構 造

5 住宅の建て方 [ 戸建住宅 ・ 長屋（　　戸）]

[　木造　・　非木造　]

補助事業内容

2 建 物 所 在 地 大阪市　Ӕ 区　ʴˀῬ ʞ ᷂

☑

□

☑

□

13
違 反 建 築 物
に対する措置

9

10
活 用 状 況

12

11

令和　 　年 　月　31  日～令和　 年 月　 日

175,000

　　　　 　ｍ

7 延 べ 面 積 ㎡

8 居　住　形　態 [ これから居住（自己居住・貸家）・これから使用（地域まちづくりに資する用途） ]

　か月

6 階 数 　階建て

4

区役所協議印欄

申請日（窓口受付日）を記入してください。

補助事業者（所有者）の住所（住民票の住

所）・氏名及びフリガナ（必ずカタカナで）記

・印鑑は、認印で結構です。（スタンプ型

印鑑は不可）

・提出する書類はすべて同じ印鑑で
申請してください。

・法人の場合は、「社印」「代表者印」を

※注意 ：訂正は、二重線

の上に押印してください

⇒ （例）大阪市

（修正液・修正テープ等は

使用せずに、申請印と同じ

印鑑で訂正してください）

※捨印はご使用いただけま

せん。

印

インスペクション等を行う建物の地名地番

・該当する項目に○をしてくださ

い。
・長屋の場合は、戸数を忘れず記入

してください。

補助金の申請額

小数点第２位まで記入

該当する項目に○をしてください。

申請日から30日以後の日付を記入してください。 当該年度の2月末日までの

日付を記入

小数点第１位まで記入（小数点第２位を切り捨て）

※２．７ｍ以上必要です。（４ｍを超える場合は「４．０ｍ

小数点第1位まで記入
（小数点第２位を切り捨て）

あてはまる内容をチェッ
クしてください。
インスペクションと耐震診

断（改修設計）、性能向上

（地域まちづくり）に資する

改修工事と耐震改修工事

はそれぞれまとめて申請

することができます。

区役所協議印が必

要な場合があります。

③-1 補助金交付申請書 （様式１） 
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＜注意事項＞ 

・ 手続きを委任される場合に必要です。 

・ 委任事項を確認してください。 

・ 委任状の修正の際は、代理人の押印だけではなく、委任者（補助事業者）の押印も必要です。 

  

　（代理人）

㊞

ƱƦƦƦ┴ ˗ҵ

〒　　　　－－

ƱẎ ⁸ƦӢơơƱ¥ʞ Ʀ ơֵ

Ʊ/5Ʊ ƱƦƦƦƦƱ Ʊ¥¥¥¥

□ インスペクション □ 耐震診断（Ⅰ型）

□ 耐震診断（Ⅱ型） □ 耐震改修設計

□ 耐震改修工事 □ 性能向上に資する改修工事

□ 地域まちづくりに資する改修工事

□ 補助申請書類の提出に関すること

□ 補助申請書類の修正に関すること

□ 通知書等各種書類の受け取りに関すること

● 6 24

〒　　　　－ －

㊞

（注１） 委任者印は、補助申請書類に押印している印と同じ印を使用してください。

ƨƨƨ ƨƨƨƨ

　２　委任事項 （委任するものにチェック）

年 月 日

委任者
（補助事業者）

住　所 Ẏ ⁸ӔӢʴˀῬ

氏　名 Ẏ ƱẐ

電 話 番 号

私は、上記の者を代理人と定め、大阪市空家利活用改修補助事業に係る下記の権限を

　委任します。

記

　１　申請内容 （申請するものにチェック）

委　任　状

氏 名 ᾶ Ʊʝ

会 社 名

所 在 地

ƨƨƨ ƨƨƨƨ

担当者印を押印してください。

スタンプ型印鑑は使用できません。

見積書等と同じ

ように正確にご記

入ください。

補助金交付申請書と同じ印鑑

を押印してください。

スタンプ型印鑑は使用できません。

③-２ 委任状 （様式あり） 
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令和 年 月 日

㊞

補助事業者

住　所

氏　名

6 24

Ẏ ⁸ӔӢʴˀῬ , ,

Ẏ Ẑ

大 阪 市 長

誓　約　書

　この度、大阪市空家利活用改修補助事業補助金交付要綱の規定に基づく申請をするにあた

り、同要綱の規定を遵守するとともに、事業の目的を理解した上で、以下のことを誓約しま

す。

　本補助事業の対象となる空家については、不動産市場に流通しておらず、３か月以上使用

されていません。

　また、補助金の交付を目的に、本補助事業の趣旨に反し、故意に空家としたものではあり

ません。

　本補助事業の実施は、空家の売却を前提としたものではありません。

　万一、本補助事業に関わる関係者とトラブルが発生したときは、補助事業者が責任をもっ

には、既に大阪市から交付された補助金全額を指定された期日までに返還する責を負いま

て対処するとともに、同要綱に違反した場合において、補助金の支払いが完了している場合

す。

・印鑑は、認印で結構です。（スタンプ型

印鑑は不可）

・提出する書類はすべて同じ印鑑で
申請してください。

・法人の場合は、「社印」「代表者印」を

補助事業者（所有者）の住所（住民票の住

申請日（窓口受付日）を記入してください。

③-３ 誓約書 （様式あり） 
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〔固定資産（家屋）評価証明書を提出する場合〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※        の箇所を確認するために必要な書類です。 

申請される際には、申請書に下記項目のチェックを忘れずに記入してください 

［必要な付記事項］ 

□ 税額（公課署名）   □ 共有者氏名   □ 建築年   □ 減失している旨 
□ その他（                                            ） 

 

＜注意事項＞ 

・ 建築年次と共有者氏名が記載されているものが必要です。 

・ 証明書の建物所有者が死亡している場合には、建物所有者が死亡していること及び法定相続人全員が

確認できる公的書類（除籍謄本等）が必要です。 

・ 平成１２年に建築されたものにあっては、建築年月日まで確認できる書類が必要です。（登記簿謄本、建

築確認済証等） 

③-４ 建築年次及び建物所有者が確認できる書類（例） 

木・瓦・２ 

 

95.66 
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ただし、申請年度の課税（所得）証明書は 6 月 1 日からの発行となるため、4 月 1 日～5 月 31 日受付

のもの及び証明書の発行日が 5 月末以前のものに限り、申請年度の前年度（前々年中の所得）の証明

書でも可とします。 

・  市町村から発行された原本の提出が必要です。（コピー不可） 

 

③-５ 課税（所得）証明書 （原本） 
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＜注意事項＞ 

・ 原則として、申請年度（前年中の所得）のものが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜注意事項＞ 

・ 市町村から発行された原本の提出が必要です。（コピー不可） 

 

  

  

 

 

  

③-6 住民票 （原本） 
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※ 明細書の記入例は、窓口（表紙記載）にお問い合わせください。 

＜注意事項＞ 

・見積書の記載事項 

・ 見積書作成日 

・ 見積り相手方（補助事業者） 

・ 見積書を作成した会社名・代表者名（又は担当者名）・住所・電話番号 

・ 実施する事業内容と見積り金額 

インスペクション、耐震診断費は一式金額でも可 

耐震改修設計費は内訳明細を作成してください。 

最低限必要な内訳明細の項目 

   ・「建物現況図 作成費」 

   ・「改修計画図＜平面図・詳細図＞作成費」 

   ・「改修後の耐震診断書 作成費」 

   ・「耐震改修工事費見積書 作成費」 

・ 見積り合計金額〔インスペクション費、診断費、設計費それぞれの合計金額（税込み）を明記〕 

・実績報告時には、見積り項目に記載の図面等を全て提出ください。 

（見積り項目よりも作成図面等が少なくなる場合には、補助金が減額となる場合があります。） 

・ 見積合計金額は、消費税の金額がわかるようにし、内税の場合は税込と記入してください。 

  

【サンプル】

Ｎｏ．
　　●年●月●日

大阪　太郎　様

建物所在地：大阪市北区中之島１丁目３番地

株式会社　○○○○○建設

金額　　￥　　　●●●，●●●円 代表取締役　●●　●●

（消費税含） 〒　●●●-●●●●

●●●●●●●●●-●-●

ＴＥＬ　●●-●●●●-●●●●

ＦＡＸ　●●-●●●●-●●●●

（税抜金額￥●●●，●●●－）

（消費税額￥●●，●●●－） 担当者：●●　●●　　㊞

明細書

1．インスペクション費 現地調査費、報告書作成費共

2．耐震診断費 現地調査費、報告書作成費共

3．耐震改修設計費 現況図作成費

改修計画図書作成費

改修後の耐震診断書作成費

耐震改修工事費見積書作成費

小計

合計

御見積書

御見積金額
￥　●●●，●●●－

内訳

数量 単位項目 品質・形状・寸法 金額 摘要

1 式 ●●●●●
耐震診断に係る
ものを除く

1 式 ●●●●●

1 式 ●●●●●

●●●●●

1 式 ●●●●●

1 式 ●●●●●

●●●●●●

1 式 ●●●●●

社印

フルネームを記入してください。

③-7 インスペクション・耐震診断・改修設計 見積書の写し 
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木造 非木造

耐震診断技術者

・ ① ＋ ⑥
・ ④ ＋ ⑥
・ ⑤
・ ⑥ （木質系工業化住宅に限る）

・ ②＋⑥

耐震改修設計技術者

・ ① ＋ ③ ＋ ⑥
・ ④ ＋ ⑥
・ ⑤ ＋ ⑥
・ ⑥ （木質系工業化住宅に限る）

・ ②＋⑥

 

 

●既存住宅状況調査技術者の資格要件 

 既存住宅状況調査技術者講習を修了した建築士であり、かつ既存住宅状況調査に対して責任を負う者である

こと。 

 

●耐震技術者の資格要件 

下記のいずれかの資格を証明できる書類が必要です。 

建築士法の規定により登録を受けている建築士事務所に所属する建築士（⑤の受講修了者で建築士以外の

者を除く）であり、次のいずれかに掲げる者であること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

凡例）① 規則※1第５条第１項第１号に規定する「木造耐震診断資格者講習」※2の受講修了者 

② 規則※1第５条第１項各号のいずれかに該当する者 

③ (一財)日本建築防災協会が主催する「木造住宅の耐震改修技術者講習会」の受講修了者 

④ (一財)日本建築防災協会が平成 24 年度及び平成 25 年度に主催又は共催した「木造住宅の耐震

診断と補強方法講習会」の受講修了者 

⑤ (公社)大阪府建築士会等が主催する「既存木造住宅の耐震診断・改修講習会（平成 24 年度以降

に開催されたものに限る。）」の受講修了者 

⑥ 補助対象となる住宅の設計又は工事監理を行うことができる建築士資格を有する者 

※1 建築物の耐震改修の促進に関する法律施行規則(平成７年建設省令第 28 号) 

※2 (一財)日本建築防災協会が平成 26 年度以降に主催する「国土交通大臣登録 耐震診断資格者講習」等 

 

 

  

○既存住宅状況調査技術者の資格証　（別添）

（1）既存住宅状況調査技術者について

所属する建築士事務所等

□建築士事務所登録

 大阪府知事登録 （ ） 第 号

       知事登録 （ ） 第 号

□建設業登録

 国土交通大臣許可 （ － ） 第 号

 大阪府知事登録 （ － ） 第 号

       知事登録 （ － ） 第 号

●● ●●●●●

既存住宅状況調
査技術者氏名 ●●　　●●●

会　社　名 株式会社●●一級建築士事務所

各種許可登録

● ●●●●●

般

大阪府以外で登録されて
いる場合は、こちらに記
入してください。

③-8 既存住宅状況調査技術者、耐震診断・改修設計技術者の資格証の写し 

（様式あり） 
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○耐震診断・耐震改修設計技術者の資格証　（別添）

（1） 耐震診断技術者について

所属する建築士事務所等

□建築士事務所登録

 大阪府知事登録 （ ） 第 号

       知事登録 （ ） 第 号

□建設業登録

 国土交通大臣許可 （ － ） 第 号

 大阪府知事登録 （ － ） 第 号

       知事登録 （ － ） 第 号

（2） 耐震改修設計技術者について

所属する建築士事務所等

□建築士事務所登録

 大阪府知事登録 （ ） 第 号

       知事登録 （ ） 第 号

□建設業登録

 国土交通大臣許可 （ － ） 第 号

 大阪府知事登録 （ － ） 第 号

       知事登録 （ － ） 第 号

各種許可登録

● ●●●●●

般 ●● ●●●●●

耐震改修設計
技術者氏名 ●●　　●●●

会　社　名 株式会社●●一級建築士事務所

●● ●●●●●

耐震診断
技術者氏名 ●●　　●●●

会　社　名 株式会社●●一級建築士事務所

各種許可登録

● ●●●●●

般

大阪府以外で登録されてい
る場合は、こちらに記入し
てください。

大阪府以外で登録されてい
る場合は、こちらに記入し
てください。
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対象住戸数

☑ インスペクション 3 0 0 0 0 円 ≦ 30,000×（　1 ）戸 □

□ 耐震診断（Ⅰ型） 0 0 0 円 ≦ 50,000×（　　　　）戸 □

☑ 耐震診断・耐震改修設計（Ⅱ型） 1 4 5 0 0 0 円 ≦ 145,000×（　1 ）戸 □

□ 耐震改修設計 0 0 0 円 ≦ 100,000×（　　　　）戸 □

□ 耐震改修工事(住宅再生型) 0 0 0 円 ≦ □

□ 耐震改修工事（地域まちづくり型） 0 0 0 円 ≦ 1,200,000×（　　　　）戸 □

□ 性能向上に資する改修工事 0 0 0 円 ≦ 7,500,000×（　　　　）戸 □

□ 地域まちづくりに資する改修工事 0 0 0 円 ≦ 3,000,000×（　　　　）戸 □

1 7 5 0 0 0 円 □

☑ □

補助交付申請額算出書（総額）

市
確認
欄

チェック☑した補助対象について、それぞれの申請額算出書を添付すること

補助金交付申請額

合　　計

補助対象
上限額

※交付申請書の交付申請額と一
致していることを確認してください

　 別途算出書による

補助金交付額算出書<インスペクション費>

A 60,000 円

30,000 円

1円未満切捨

30,000 円

　・補助率５０％より　Ａ×１／２ Ｂ
補助はインスペクションに要す
る費用の１／２以内とする。

補助金交付申請額
（千円未満切捨）

・Ｂが30,000円以上の場合は
30,000円

・Ｂが30,000円未満の場合は
Ｂの金額

補助事業者名 Ẏ Ẑ

金　　　額 備　　　考

インスペクション費（税込）

見積書の金額のうち
補助対象となる金額
※消費税仕入税額控除を行う場合は、
　　税抜き金額

③-9 補助金交付額算出書 （様式あり） 
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＜注意事項＞ 

・ 長屋の場合は様式が異なりますので窓口までご相談ください。 

 

 

Ａ 円

１円未満切上

円

円

Ｆ 円

円

円

Ｉ 円

補助金交付申請額（設計）
　

（千円未満切捨）

Ｇが１０万円以上の場合は
　　　　　　　　　　100,000円

Ｈ 100,000
Ｇが１０万円未満の場合は
　　　　　　　　　　Ｇの金額

補助金交付申請額（合計） 145,000 Ｅ　＋　Ｈ

耐震改修設計費（税込） 150,000

耐震改修設計費の見積り金額の

うち、補助対象となる金額
※消費税仕入税額控除を行う場合は、
　税抜き金額

Ｆ × ２／３ Ｇ
補助は耐震設計に要する費用の
２／３以内とする。

100,000

・補助率９０％より　Ｃ×９／１０ Ｄ
補助は耐震設計に要する費用の
９０％以内とする。

45,000

補助金交付申請額（診断）
　

（千円未満切捨）

Ｄが45,000円以上の場合は
　　　　　　　　　　45,000円

Ｅ 45,000
Ｄが45,000円未満の場合は
　　　　　　　　　　Ｄの金額

・Ｂが1,000円以内の場合は、
　　　　　Ａの金額をＣに記入する。

Ｃ 50,000 円
耐震診断に要する費用は、
1,000円／㎡以内を限度とする。・Ｂが1,001円以上の場合は

　1,000円×延べ床面積をＣに記入する。

耐震診断費（税込） 50,000

耐震診断費の見積り金額のうち

補助対象となる金額
※消費税仕入税額控除を行う場合は、
　税抜き金額

　・耐震診断費　㎡単価（税込）

Ｂ 523 円 Ｂ＝Ａ÷延べ面積
　 耐震診断費（税込）÷（　　95.66　　）㎡
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↑延べ面積

　 金　　　額 備　　考

補助金交付額算出書＜耐震診断・耐震改修設計費＞　　

補助事業者名 Ẏ Ẑ

1円未満切捨

95.66

補助金交付申請書（様式１）の

延べ面積をご記入ください。

※上記のものはあくまでも、記入例です。

診断士からの見積り金額・申請物件の面積などにより、金額が異なる場合があります。
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● 提出期限 

事業が完了しましたら、速やかに提出してください。（原則、交付決定通知書に記載された期限までに提

出してください。） 

※交付変更決定通知や変更承認通知を受けた場合は、変更通知書に記載された期限まで。 

 

変更申請および廃止申請について 

・期限や申請内容など、交付決定された条件から変更する場合は、変更申請が必要です。 

・事業を止める場合は、廃止申請が必要です。 

（提出期限は、原則、実績報告書の提出期限又は 2020 年１月３１日のいずれか早い日まで） 

 

● 提出書類一覧 

④実績報告 （窓口へ提出） ＊下記の順番に並べて提出してください。 提出部数＜１部＞ 

 1  実績報告書 ╛   

 2  実績説明書 ╛   

 3  契約書の写し（原本照合を行います） ԍ ֓  

 4  領収書の写し（原本照合を行います） ԍ ֓ 
代理受領制度を利用する場合は、補助金の請
求時に提出 

 5  耐震診断・耐震改修計画の説明について ╛   

 6 

 
インスペクション（既存住宅状況調査）報

告書 
 ᷂ Кὦ Њ ̂ 

 既存状態の耐震診断書  
᷂ Кὦ Њ

̂ 

 
（現況写真：各部屋・劣化箇所・外観・床

下・屋根裏・水まわり 等） 
Ш 

Ш ◙ Ҝӓ Кὦ ѝ

Њ 

 7  現況図 

現況平面図 

A3  

(

 

建築面積・延べ面積・劣化箇所を記入 

求積図 （現況平面図と兼用可） 

基礎伏図 
基礎の種別・劣化箇所を図示 （現況平面図と
兼用可） 

その他劣化部分を図
示した図面 

 

 8 
 インスペクションに基づく改修計画書 ╛   

 改修（補強）後の耐震診断書   

 9  N 値計算書  

平成12年建設省告示第1460号（以下「告示」）

に基づく金物を取り付ける場合は、その旨を改修

平面図に記入し、省略可 

 

 

10 

 

 
耐震改修計画

図 

改修平面図 

A3  

(

 

補強内容・設置する柱頭・柱脚金物を図示 

求積図 （改修平面図と兼用可） 

補強詳細図 
金物の種類・釘・ビスピッチなど検査の時確認で
きる図面 

基礎改修図 

劣化改修を行う場合、どのように改善するのかを

図示。新設基礎がある場合は新設基礎詳細図も

図示 

［④実績報告］ に必要な書類及び記入例 
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④実績報告 （窓口へ提出） ＊下記の順番に並べて提出してください。 提出部数＜１部＞ 

屋根改修図 
屋根の葺き替えする場合、屋根の面積・足場の
数量を図示 

その他図面 
劣化の補修内容を図示した図面 （改修平面図
と兼用可） 

商品カタログ  
補強部材の技術評価書の写し、告示表３の記号
が確認できるもの、製品単価のわかるもの 

 11  耐震改修工事見積書の写し  
単価・数量を入れたもの（見積書に計上されてい

る数量は図面で確認できること） 

 12 
 

既存住宅状況調査技術者・耐震診断・

改修設計技術者の資格証の写し 
 

交付申請時と異なる場合のみ提出 

 資格証（別添） ╛  

 13  

補助金交付決定通知書、補助金交付

変更決定通知書及び変更承認通知書

の写し 

  

 

 ѩ ⱳ ḹֻ  

 ї  

★ ご提出いただいた書類は返却しませんので、控えは別途ご用意ください。 

 

 

 

＜注意事項＞ 

・ 補助金交付申請と同一の補助事業者が申請を行う必要があります。 

・ 連名での申請等は様式が異なりますので窓口までご相談ください。 
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＜注意事項＞ 

・ 補助金交付申請と同一の補助事業者が申請を行う必要があります。 

・ 連名での申請等は様式が異なりますので窓口までご相談ください。 

  

【共通】

令和 年 月 日

㊞

着手

完了

大阪市指令都整防第　　　　　号号

大阪市指令　　　第　　　　　号

大阪市指令　　　第　　　　　号

̮ὁП Ḍ

2 　階建て

交 付変 更決定 番号 令和 年 月 日

変 更 承 認 番 号 令和 年 月 日

（ 地 名 地 番 ）

9 事 業 実 施 期 間 令和 年 月 15 日

令和 年 月 31 日

10 交 付 決 定 番 号 令和　 年　 月　1 日

6 延 べ 面 積 95 .66 ㎡

7 交 付 決 定 額 金　　　　175 ,000 　　　　円

又　は

交 付 変 更 決 定 額

8 補 助 金 精 算 額 金　　　　175 ,000 　　　　円

4 住 宅 の 建 て 方 [ 戸建住宅 ・ 長屋（　　戸）]

5 階 数

3 構 造 [　木造　・　非木造　]

補 助 事 業 内 容 ҞѰ↓ Ḍ

2 建 物 所 在 地 大阪市　Ӕ 区　ʴˀῬ1ʞ ᷂

のとおり実績を報告します。

記

1 補 助 事 業 名 称 大阪市空家利活用改修補助事業

補助事業者

住　所

氏　名

実績報告書

補助事業が完了したので、大阪市空家利活用改修補助事業補助金交付要綱の規定に基づき、下記

Ẏ ⁸ӔӢʴˀῬ - -

Ẏ Ẑ

様式４（第７条関係、第11条関係）

10 31

大 阪 市 長

申請日（窓口受付日）を記入してください。

補助事業者（所有者）の住所（住民票の住

所）・氏名及びフリガナ（必ずカタカナで）記入

・印鑑は、認印で結構です。（スタンプ型

印鑑は不可）

・提出する書類はすべて同じ印鑑で
申請してください。

・法人の場合は、「社印」「代表者印」を
押印してください。

※注意 ：訂正は、二重線

の上に押印してください

⇒ （例）大阪市

（修正液・修正テープ等は使

用せずに、申請印と同じ印鑑

で訂正してください）

※捨印はご使用いただけま

せん。

印

インスペクションを行った建物の地名地番

・当てはまるものに○を付け

てください。

・長屋の場合は、戸数を忘

れず記入してください。

建築基準法上の延べ面積

を記入してください。

契約書の契約日を記入してください。

契約を交わしていない場合は耐震診

断実施日を記入してください。

領収書の日付、診断内容等の説明を受けた日、又は交付変更決定等の通知日のうち一番遅い日を記入してくださ
い。

・交付決定通知書（交付変更決定通知

書）の金額を記入してください。

・延べ面積が50㎡未満の場合は、記入

前に金額をご確認ください。

変更通知を受けられた場合は、変更の通知日と通知番号もご記入ください。

④-１ 実績報告書 （様式４） 
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＜注意事項＞ 

・ 記載事項については、申請書や領収書との整合をよく確認してください。 

 

○実績説明書【インスペクション】

（１）補助事業の経過

① 交付決定通知日

② 変更通知日

③ 契約日

④ 変更契約日

⑥ 支払日

※２回以上に分けて支払った場合に記入

（２）インスペクション受託者

会社名 ƦƦƦ┴ ˗ҵ

インスペクション

24月6年ƨ

（支払金額 　　　　　　　　　　円）

年 月 日

（支払金額 　　　　　　　　　　円）

年 月 日

（支払金額 50,000 円）

ƨ 年 7 月 29 日

⑤ 診断着手日 ƨ 年 7 月 7 日

（契約金額 円）

年 月 日

（契約金額 50,000 円）

日ƨ 年 7 月 1

日

年 月 日

㎡

補助事業者Ẏ ƱẐ

構  造 造 階  数 2 階 延べ面積 95.66

交付決定通知日以降

記載事項については、申請書や領収書

との整合をよく確認してください。

④- 1 実績報告書（様式４）の延べ面積をご記入くださ

領収書の日付と金額

を記入してください。

④-２ 実績説明書 （様式あり） 
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＜注意事項＞ 

・ 記載事項については、申請書や領収書との整合をよく確認してください。 

  

○実績説明書【耐震診断Ⅱ型（パッケージ耐震診断）】

（１）補助事業の経過

① 交付決定通知日

② 変更通知日

③ 契約日

④ 変更契約日

⑥ 支払日

※２回以上に分けて支払った場合に記入

（２）補助事業の成果

（３）パッケージ耐震診断受託者※

※　複数の場合（耐震診断と耐震改修設計を違う会社に依頼されている等）は、すべて記入してください。

会社名 ƦƦƦ┴ ˗ҵ

１階
Ｘ 0.40 1.20 Ḩ ǲ ȱɱȭɨɶɆḨ

Ṣ ֻ Ʋ ǒǋǲȏȒ ▌
⅛ ʤ᷂ ʹ›˗ƲɓɫɶɨɱȮ˿ʣǙ

ẏ˝ ɑɉɶɩȭɫȷ˿ʣǙ
Ｙ 0.89 1.35

３階
Ｘ

Ｙ

２階
Ｘ 0.82 1.25 ᾶ ȩɧɶɗȷɆȱɫɉȠɩ

Ṣ ҘṢ Ʋ ֻ ɵ ǒǋǲȏȒ ▌
⅛ ʤ᷂ ʹ›˗ƲɓɫɶɨɱȮ˿ʣǙ

ẏ˝ ɑɉɶɩȭɫȷ˿ʣǙ
Ｙ 1.20 1.20

目標とする上部構造評点 ֺ ̊ʣ

区分
上部構造評点

改　修　概　要
従前 従後

年 月 日
（支払金額 　　　　　　　　　　円） （支払金額 　　　　　　　　　　

日
円）

年 月

日
（支払金額 　　　　　　　　　　円） （支払金額 　　　　　　　　　　円）

日年 月 年 月

ƨ 年 7 月

（支払金額 50,000 円） （支払金額 150,000 円）

月 7 日

29 日日ƨ 年 7 月 29

月

又は

契約書を交わしていない

⑤ 診断着手日 ƨ 年 7

日

（契約金額 円） （契約金額 円）

年

又は

契約書を交わしていない

年 月 日

ƨ 年 7 月ƨ 年 7 月 1 1 日

（契約金額 50,000 円） （契約金額 150,000 円）

日

日 同左

年 月 日

㎡

耐震診断 　　　　　耐震改修設計

ƨ 年 6 月 24

補助事業者Ẏ ƱẐ

構  造 造 階  数 2 階 延べ面積 95.66

・上部構造評点を引き上げる改修内容を記入してください。

・主要なもの（屋根・壁・基礎等）のみを記入してください。

・屋根の改修は最上階に、基礎の改修は1階に記載してください。

交付決定通知日以降

記載事項については、申請書や領収書

との整合をよく確認してください。

④- 1 実績報告書（様式４）の延べ面積をご記入くださ

領収書の日付と金額

を記入してください。
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＜注意事項＞ 

・ 補助事業者ごとに契約してください。 

・ 原本照合を行います。原本をお持ちください。 

・ 表紙のみではなく、契約日、契約者、契約金額がわかるようにしてください。 

・ 契約書の訂正は原本に直接訂正し、両者の押印が必要です。 

 

  

委託者 大阪　太郎 を甲とし

受託者 株式会社　○○○○○建設　代表取締役　●●　●● を乙として

大阪　太郎　様邸のインスペクション・耐震診断・耐震改修設計 について

次の条項に基づいて、委託契約を結ぶ。

1．建物所在地 大阪市北区中之島１丁目３番地

2．構造 木造２階建

3．委託業務内容 インスペクション・耐震診断・耐震改修設計（耐震改修工事概算見積り含む）

4．委託金額

5．委託代金の支払 完成時

特記事項

この契約の証として本書２通を作成し、甲・乙記名押印のうえ、１通づつ保有する。

　　●年７月１日

委託者　 住所 大阪市北区中之島１丁目３番２０号

氏名 大阪　太郎 ㊞

受託者 住所 大阪市●区●丁目●番●号

氏名 株式会社　○○○○○建設　代表取締役　●●　●● ㊞

委託契約書 印
紙 ӽ

④-３ 契約書の写し（原本照合を行います） 
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【 サンプル 】 

 
＜注意事項＞ 

・ 宛名は補助事業者としてください。 

・ 原本照合を行います。原本をお持ちください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

株式会社　○○○○○建設
（建物所在地：大阪市北区中之島１丁目３番地） 代表取締役　●●　●●

〒　●●●-●●●●

●●●●●●●●●-●-●

ＴＥＬ　●●-●●●●-●●●●

ＦＡＸ　●●-●●●●-●●●●

インスペクション・耐震診断・耐震改修設計費として
上記金額正に領収いたしました

領収書

●年７月２９日

大阪　太郎　様

金額　　￥●●●，●●●、－
（内消費税　●●，●●●、－）

社印

印
紙ӽ

フルネームを記入してください。

名目を忘れずに記入してください。

④-４ 領収書の写し（原本照合を行います） 
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＜注意事項＞ 

・ 「耐震診断技術者・耐震改修設計技術者」及び「補助事業者」の押印が必要です。 

・ 耐震診断と耐震改修設計を別の技術者が行った場合は、技術者毎に１枚作成し、当該技術者が説明を

行った範囲のみチェックしてください。 

・ 補助事業者が複数の場合はそれぞれに説明を行い、書類を作成する必要があります。 

  

④-５ 耐震診断・耐震改修計画の説明について （様式あり） 

（1） 説明者

会社名：

氏　名： ㊞

資　格： □ 一級建築士

□ 二級建築士

□ 木造建築士

□ 「既存木造住宅の耐震診断・改修講習会」受講修了者

□ 「木造住宅の耐震診断と補強方法講習会」受講修了者

□ 「国土交通大臣登録　耐震診断資格者講習」受講修了者

□ 「耐震改修技術者講習会」受講修了者

※本申請に添付した資格証と同じものにチェックしてください

（2） 説明内容

□ 既存状態の耐震診断書

□ 耐震改修計画図

□ 既存状態の耐震診断に基づく改修後の耐震診断書

上部構造評点

□ 各階とも上部構造評点を１．０以上(一応倒壊しない)

□ 各階とも上部構造評点を０．７以上(倒壊する可能性がある)

□ １階のみ上部構造評点を１．０以上(１階は一応倒壊しない)

□ シェルター設置

耐震改修促進税制

□
※該当するすべてにチェックしてください

（3）説明日

日

※（1）～（3）は耐震診断又は耐震改修事業者が記入してください。

□ 既存状態の耐震診断書

□ 耐震改修計画図

□ 既存状態の耐震診断に基づく改修後の耐震診断書

□ 上部構造評点

□ 耐震改修促進税制

※該当するすべてにチェックしてください

（補助事業者）

氏　名： ㊞

　上記の建築士等から、耐震診断・耐震改修計画の説明を受け、下記成果
品を受領しました。

Ẏ ƱẐ

○耐震診断・耐震改修計画の説明について

ƱƦƦƦ┴ ˗ҵ

ᾶ Ʊʝ

所得税の特別控除及び固定資産税の減額措置の適否

● 年 7 月 29

診断着手日以降、かつ
事業完了日以前であること。

補助金交付申請書と同じ印鑑

を押印してください。

スタンプ型印鑑は使用できません。

上部構造評点の
目標値をチェック
してください。

「既存木造住宅の耐震診断・改修講習会」：

(公社)大阪府建築士会等が平成24年以降に実施した

講習会

「木造住宅の耐震診断と補強方法講習会」：(一財)日本建築防災協会が平成24年度
及び平成25年度に主催又は共催した講習会

「国土交通大臣登録耐震診断資格者講習」：

(一財)日本建築防災協会が平成26年度以降に
実施した講習会

「耐震改修技術者講習会」：
（一財）日本建築防災協会が平成26年度以降
に実施した講習会
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＜注意事項＞ 

・ 耐震診断所見（診断書には表現しきれない内容等を詳しく記入したもの）を添付してください。 

‐ 軽い、重い、非常に重い建物と判断した理由 

‐ 形状割増係数を考慮したもしくは考慮しない理由（不整形建物の場合） 

‐ バルコニー、小屋裏物置、塔屋などがある場合の診断上の考え方（診断面積に含まない場合の理由） 

‐ コンクリート基礎の場合、鉄筋の有無を判断した理由 

‐ 床仕様を判断した理由（現地調査写真から明らかに判断できる場合は不要） 

‐ 劣化ありと判断した理由 

‐ 壁や筋交いはあるが耐力に算入していない場合、その理由 

 

 

・ 下記の確認ができるカラー写真を添付し、撮影場所（室名等）を記入してください。撮影できない部位があ

る場合は、その部位と理由（例：床下点検口なしのため 等）を記入して提出してください。 

①住宅の形状、耐力壁や筋かい、火打ち梁等の配置等の確認 

外観（東西南北各１枚）、内部（各部屋１枚以上、廊下や洗面所を含む）を撮影するとともに、床下や天

井裏から確認できる筋かいや火打ち、金物等の有無を確認し記録してください。 

②住宅の劣化状況の確認 

軸組の劣化に関して、屋根や外壁、浴室壁等のひび割れの有無、床の傾斜・たわみ、木部の変退色等

を確認し、劣化が認められた部位があれば必ず撮影してください。 

基礎・地盤の不同沈下・支持力不足に関して、基礎のひび割れ等を確認し、耐力の低減を行う等を判断

した根拠となる部位を撮影してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜注意事項＞ 

・ 平面図には延べ面積・建築面積の根拠となる計算式等を記入してください。（求積図を添付される場合

は不要） 

・ 現況の劣化部分の位置・状況を記入してください。（外壁のクラック、基礎のクラック 等） 

・ 劣化部分の写真は撮り忘れのないように注意してください。 

 

 

 

 

  

④-６ インスペクション（既存住宅状況調査）報告書・既存状態の耐震診断書 

④-７ 現況図 （Ａ３サイズ：申請折り） 

現地調査の実施においては、「2012 年改訂版 木造住宅の耐震診断と補強方法」により実施するとともに、大

阪府建築物震災対策推進協議会が発行しているテキストを参考にしてください。 

【木造住宅の耐震診断と補強方法に基づく現地調査の注意事項（2012年改訂版）（講習会補助テキスト）】 

http://www.pref.osaka.jp/attach/2228/00092815/taisinsnndanntyuuijikou.pdf 
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＜注意事項＞ 

・ 耐震診断書について、建物仕様・接合部・基礎形式など、改修計画図と食い違いがないか確認ください。

（改修計画と異なると、評点が変わってしまいます） 

 

 

 

 

主な点検項目
劣化が確認された
項目について、そ
の内容

劣化箇所の改修内容
（改修を行わない場
合はその理由）

基礎
コンクリート基礎
立ち上がり

ひび割れ、欠損、沈
下、換気口のふさが
り、錆び、蟻道、等

土台 土台
基礎からのずれ・浮
き、断面欠損、腐朽・
蟻害

床組
大引き、床束、根
太

腐朽・蟻害、傾斜、た
わみ、床鳴り、振動、
等

軸組
柱、間柱、筋か
い、胴差

傾斜、断面欠損、腐
朽・蟻害、等

小屋組
たる木、もや、棟
木、小屋づか

雨漏り等の跡、小屋組
の接合部のわれ

屋根 スレート、瓦
ずれ、はがれ、浮き、
われ、雨漏り、変形、
等

外壁
モルタル金鏝
サイディング

割れ、欠損、剥がれ、
シーリング材の破断、
等

雨樋 雨樋
破損、詰まり、はず
れ、ひび、軒樋の垂れ
下がり

軒裏 軒裏天井
腐朽、雨漏り、はが
れ、たわみ、ひび割れ

開口部
屋外に面する開口
部

建具周辺の隙間、建具
の開閉不良、等

配管設備 給水管
漏水、赤水、供給流量
の不足など

排水管 漏水、排水の滞留

換気ダクト 換気ダクトの脱落

外構 塀 割れ、欠損等

インスペクションに基づく改修計画書

構
造
躯
体

屋
根
・
外
壁
・
開
口
部
等

設
備

そ
の
他

部位

④-８ インスペクションに基づく改修計画書（様式あり）・改修（補強）後の耐震診断書 
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＜注意事項＞ 

・ 診断書図面との整合をよく確認してください。（柱・窓・建具等） 

・ 耐震改修工事の内容や範囲（㎡、ｍ、本、箇所）等を図面に明記してください。 

（改修箇所に番号（①～）をつけてください。） 

・ 劣化箇所に改修内容を記入してください。（浴室・内壁(シミ・浮き・クラック)・床(鳴り・傾き)・バルコニー・外

壁(クラック)・基礎（クラック）等の劣化をどのように改善するのか。） 

・ 構造部材の技術評価証等の写し（耐力壁の壁強さ倍率等が確認できる資料）と、告示表３の記号が確認

できるもの、商品カタログ（適用範囲や設計、施工の体制等についての規定がわかるもの）を添付してくださ

い。 

・ 仮設足場を設置する場合は、仕様と範囲(㎡・ｍ)を明記してください。仮設足場を、耐震改修工事以外の

その他工事と併用する場合は、窓口（表紙記載）で按分方法をご相談ください。 

・ １階に補強部材を設ける場合は、直下に基礎があるか確認してください。直下に基礎がない場合は、原則

として鉄筋コンクリート基礎を新設してください。また、直下の基礎がブロック基礎やレンガ基礎であって補強

しない場合は、技術的判断の所見として記入してください。 

 

  

④-10 耐震改修計画図 （改修平面図・求積図・改修基礎図・屋根改修図 等） 
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【 サンプル 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 明細書の記入例は、窓口（表紙記載）にお問い合わせください。 

 

＜注意事項＞ 

・ 宛名は補助事業者としてください。 

・ 耐震改修工事（撤去、現状復旧を含む）については、原則として一式計上は認めていませんので、数量及

び単価を計上したもので作成してください。 

・ 見積の項目及び数量が図面等で確認できることが必要です。 

・ 数量についても、図面と照合できるように、改修計画図に範囲の図示や求積も記載してください。 

・ 耐震改修工事と一括で契約しているその他の工事がある場合は、全体工事費がわかるものを添付してくだ

さい。また、仮設工事、諸経費、値引き等の両方の工事に係るものについては、耐震改修工事とその他の

工事で費用按分した額が補助対象となります。 

・ 単価の根拠とした資料がある場合は添付してください。 

・ 内・外壁、天井、床、解体、復旧で補助対象とできるのは耐震改修工事の影響範囲のみになります。 

・ 見積合計金額は、消費税の金額がわかるようにし、内税の場合は税込と記入してください。 

  

④-11 耐震改修工事見積書の写し  

Ｎｏ．
　　●年●月●日

大阪　太郎　様

下記の通りお見積り申し上げます。何卒ご用命の程お願いいたします。

工事名称 ： 耐震改修工事

工事場所 ： 大阪市北区中之島１丁目３番地 株式会社　○○○○○建設

工事期間 ： 打ち合わせによる 代表取締役　●●　●●

取引条件 ： 打ち合わせによる 〒　●●●-●●●●

●●●●●●●●●-●-●

ＴＥＬ　●●-●●●●-●●●●

ＦＡＸ　●●-●●●●-●●●●

（税抜金額￥●●●，●●●－）

（消費税額￥●●，●●●－） 担当者：●●　●●　　㊞

大阪　太郎　様邸　耐震改修工事　明細書

名称

１．仮説・養生・復旧費

・足場損料 単管足場(H=7m)

養生シート貼り共

・工事用電力用水費

仮説トイレ損料

養生・清掃費

２．解体撤去工事

・補強部分①

外部ｻｲﾃﾞｨﾝｸﾞ解体費0.91×2.8

●●，●●● ●●，●●●

● ㎡ ●，●●● ●●，●●●

● セット ●●，●●● ●●●，●●●

御見積金額

御見積書

￥　●●●，●●●－

内訳

金額単価

● 式

数量 単位

● ㎡ ●，●●● ●●，●●●

● 式 ●●，●●● ●●●，●●●

● セット ●●，●●● ●●，●●●

社印
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● 提出期限 

額確定通知を受領した後、速やかに提出してください。（2020年４月30日までには必ず提出してください。） 

 

● 提出書類一覧 

⑤補助金の請求  提出部数＜１部＞ 

 1  

 

補助金交付請求書 ╛ 18   

 2  
預金通帳の写し 
（表紙を開けて１枚目のところ）  

׀ ↄ׀ ֥↔
ֵ ׀↔֥
ѝ 

 ї  

★ ご提出いただいた書類は返却しませんので、控えは別途ご用意ください。 

 

 

Ҟ Ѯ ♥ ʥρ ̊К  

 

 

 
 ї ʥρ ʹ ḹֻ ֞̂  

ʹ Ή Ҟ˗ ˲ ӽ ӽ ̂ П ї ̂
( ӽ ) 

ї ֳʣ ̂ ► ֒ ̂ ḹֻ ̂
 

  

 

＜注意事項＞ 

・ 補助事業者が複数の場合は、それぞれ請求する必要があります。 

 

 

 

  

［⑤補助金の請求］ に必要な書類及び記入例 
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＜注意事項＞ 

・ 振込先の金融機関は、補助事業者名義の口座を記入してください。 

・ 指定口座のご記入の際は、誤りの無いようご確認をお願いします。 

[ゆうちょ銀行の場合] 通帳１枚目を開いた下側に下記（例）のような【店名】【店番】等の記載の 

あるものに限ります。  

（例） この口座を他金融機関からの振込の受取口座として利用される際は 
次の内容をご指定ください。 
【店名】四一八 （読み ヨンイチハチ） 
【店番】４１８ 【預金種目】普通預金 【口座番号】○○○○○○○○ 

 

 

【共通】

令和 年 月 日

㊞

次に指定する金融機関の口座に振り込んでください。

注１．口座番号のご記入にあたり、支店コードは記入しないようお願いします。

注２．口座名義のフリガナはカタカナでご記入ください。

̮ὁП Ḍ

令和　 年 月　5日付け大阪市指令都整防第　 号にて補助金の額が確定された

補助事業について、大阪市空家利活用改修補助事業補助金交付要綱の規定に基づき、下記の

フ リ ガ ナ

補助事業内容 ҞѰ↓ Ḍ

2 建 物 所 在 地 大阪市　Ӕ　区 ʴˀῬ1ʞ ᷂

（地名地番）

3 請 求 金 額 金　　　　1,890 ,000 　　　　円

記

1

口 座 名 義 Ẏ Ẑ

金融機関名称 支 店 名 称 ↄ

預 金 種 別 普通・当座・貯蓄・その他 口 座 番 号 　　●●●●●●●

補助事業名称 大阪市空家利活用改修補助事業

とおり請求します。

補助事業者

住　所

氏　名

補助金交付請求書

Ẏ ⁸ӔӢʴˀῬ - -

Ẏ Ẑ

様式18（第28条関係）

11 15

大 阪 市 長 〒

補助事業者（所有者）の住所（住民票

の住所）・氏名を記入してください。

提出される日（請求日）を記入してください。

補助金額確定通知書の右上の「日

付」と「番号」を記入してください。

補助金交付申請書と同じ印鑑

を押印してください。

スタンプ型印鑑は使用できません。

※注意 ：訂正は、二重線の上に押印してください⇒ （例）大阪市
（修正液・修正テープ等は使用せずに、申請印と同じ印鑑で訂正してくだ
さい）
※捨印はご使用いただけません。

印

交付申請を行った建物の地名地番

確定補助金額を記入し

てください。

ゆうちょ銀行の場合は、

下記を参照してください。

銀行名が変更になっている場合

は、現在の銀行名を記入してくだ

さい。

当てはまるものに

補助事業者名義の口座を記

入してください。
（フリガナも必ず記入）

⑤-１ 補助金交付請求書（様式 18） 

「支店名」のところに「四一八」
と記入してください。 
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○ 変更の手続きが必要になる場合 （代表的な事例） 

・補助金交付決定額の減額（Ⅱ型→Ⅰ型へ変更） ⇒ 補助金交付変更申請 

・実績報告書の提出期限の変更 ⇒ 変更承認申請 

 

 

 変更の手続きを行わずに、インスペクション・耐震診断・改修設計を行った場合、補助を受けられなくなる場

合があります。 

 また、補助事業の内容を変更する場合であっても、補助金交付決定額の増額変更はできません。 

 

 

● 提出期限 

速やかに提出してください。（原則、実績報告書の提出期限又は 2020 年１月３１日のいずれか早い日ま

で） 

 

● 提出書類一覧  （補助金額の変更を伴う場合） 

補助金交付変更申請 （窓口へ提出） ＊下記の順番に並べて提出してください。 提出部数＜１部＞ 

 1  

 
補助金交付変更申請書 ╛ 20  

 2  
当初契約の契約書の写し 

（原本照合を行います） 
ԍ ֓ 

契約日、契約者、契約金額がわかるよう
にしてください。契約書を作成せず、注文
書、注文請書で契約行為を行っている場
合は、両方の書類を添付してください。 
また、契約を交わしていない場合は添付
不要です。 
 

 3  変更後の見積書   

 4  補助金交付額算出書 ╛   

 5  
補助金交付決定通知書、補助金交付変更

決定通知書及び変更承認通知書の写し 
  

 

 ѩ ⱳ ḹֻ  

 ї  

★ ご提出いただいた書類は返却しませんので、控えは別途ご用意ください。 

 

 

＜注意事項＞ 

・ 補助金交付申請と同一の補助事業者が申請を行う必要があります。 

・ 連名での申請等は様式が異なりますので窓口までご相談ください。 

 

 

  

［補助金交付変更申請・変更承認申請］に必要な書類及び記入例 
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＜注意事項＞ 

・ 補助金交付決定額の変更が伴う場合の様式です。 

  

【共通】

令和 年 月 日

Ẏ ⁸ӔӢʴˀῬ - -

Ẏ Ẑ ㊞

交付決定額

　契約(予定)金額　　　　 , , 円 (税込)

　うち補助対象費用　　　　●,●●●,●●●円

交付変更申請額

　契約変更予定金額　　●,●●●,●●●円 (税込)

　うち補助対象費用　　●,●●●,●●●円

差引▲減額

変更する内容及びその理由

̮ὁП Ḍ

金 100 ,000 円

4

（地名地番）

3 交付変更申請額 金 175 ,000 円

金 750 ,000 円

補助事業内容 ҞѰ↓ Ḍ

2 建 物 所 在 地 大阪市　Ӕ　区 ʴˀῬ1ʞ ᷂

令和　 年　7月15日付け大阪市指令都整防第 号にて通知を受けた補助事業

について、交付変更を受けたいので、大阪市空家利活用改修補助事業補助金交付要綱の規定

に基づき、下記のとおり申請します。

記

1 補助事業名称 大阪市空家利活用改修補助事業

補助事業者

住　所

氏　名

補助金交付変更申請書

様式10（第14条関係）

8 31

大 阪 市 長

申請日（窓口受付日）を記入してください。

補助事業者（所有者）の住所（住民票

の住所）・氏名を記入してください。

補助金交付決定通知書等の右上の

「日付」と「番号」を記入してください。
（既に変更通知を受けられたことがあ
る場合は変更通知書の「日付」と「番
号」を記入してください。） 補助金交付申請書と同じ印鑑

を押印してください。

スタンプ型印鑑は使用できません。

※注意 ：訂正は、二重線の上に押印してください⇒ （例）大阪市

（修正液・修正テープ等は使用せずに、申請印と同じ印鑑で訂正してくださ

い）

※捨印はご使用いただけません。

印

申請をしている建物の

地名地番

変更する内容とその理由を簡潔に記
入してください。

変更前の金額

を記入してくだ

差額を記入し

変更後の金額

を記入してくだ

契約予定金額のうち

補助対象となる金額（税抜）

※消費税仕入税額控除を行

う場合は税抜き金額

見積書の金額

補助金交付変更申請書（様式 10）          〈補助金額の変更を伴う場合〉 
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● 提出書類一覧  （補助金額の変更を伴わない場合） 

変更承認申請 （郵送可） ＊下記の順番に並べて提出してください。 提出部数＜１部＞ 

 1  

 
変更承認申請書 ╛ 5  

 2  
補助金交付決定通知書、補助金交付変更

決定通知書及び変更承認通知書の写し 
  

 

 ѩ ⱳ ḹֻ  

 ї  

★ ご提出いただいた書類は返却しませんので、控えは別途ご用意ください。 

 

 

＜注意事項＞ 

・ 補助金交付申請と同一の補助事業者が申請を行う必要があります。 

・ 連名での申請等は様式が異なりますので窓口までご相談ください。 
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【共通】

令和 年 月 日

㊞

変更する内容及びその理由

様式５（第13条関係）

大 阪 市 長

8

について大阪市空家利活用改修補助事業補助金交付要綱の規定に基づき、下記のとおり変更

Ẏ ⁸ӔӢʴˀῬ - -

Ẏ Ẑ

3

大阪市　Ӕ　区 ʴˀῬ1ʞ ᷂

補 助 事 業 名 称

補 助 事 業 内 容

大阪市空家利活用改修補助事業

2

ҞѰ↓ Ḍ

建 物 所 在 地

1

（ 地 名 地 番 ）

̮ὁП Ḍ

記

令和　 年 7月15日付け大阪市指令都整防第 号にて通知を受けた補助事業

31

変更承認申請書

住　所

氏　名

補助事業者

の承認を申請します。

申請日（窓口受付日）を記入してください。

補助事業者（所有者）の住所（住民票

の住所）・氏名を記入してください。

補助金交付決定通知書等の右上の

「日付」と「番号」を記入してください。
（既に変更通知を受けられたことがあ
る場合は変更通知書の「日付」と「番
号」を記入してください。）

補助金交付申請書と同じ印鑑

を押印してください。

スタンプ型印鑑は使用できません。

※注意 ：訂正は、二重線の上に押印してください⇒ （例）大阪市
（修正液・修正テープ等は使用せずに、申請印と同じ印鑑で訂正してくだ
さい）
※捨印はご使用いただけません。

印

申請をしている建物の

地名地番

変更する内容とその理由を簡潔に
記入してください。

変更承認申請書（様式 5）          〈補助金額の変更が伴わない場合〉 
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交付決定を受けた後に、補助事業を廃止する（取りやめる）場合は、廃止承認申請が必要となりますので、速

やかに窓口（表紙記載）に連絡し、手続きを行ってください。 

 

● 提出期限 

速やかに提出してください。（原則、2020 年１月３１日までに提出してください。） 

 

● 提出書類一覧  

廃止承認申請 （郵送可） ＊下記の順番に並べて提出してください。 提出部数＜１部＞ 

 1  

 
廃止承認申請書 ╛ 6  

 2  
補助金交付決定通知書、補助金交付変更

決定通知書及び変更承認通知書の写し 
  

 

 ѩ ⱳ ḹֻ  

 ї  

★ ご提出いただいた書類は返却しませんので、控えは別途ご用意ください。 

 

 

＜注意事項＞ 

・ 補助金交付申請と同一の補助事業者が申請を行う必要があります。 

・ 連名での申請等は様式が異なりますので窓口までご相談ください。 

・ 交付申請後かつ交付決定前に取り止める場合は、「申請辞退届」が必要です。様式は窓口へご請求くださ

い。 

  

○補助事業を廃止する場合に必要な書類及び記入例 
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廃止承認申請書（様式６） 

【共通】

令和 年 月 日

㊞

・ 未着手

・ 着手済

※どちらかに○をつけてください

大 阪 市 長

3

様式６（第13条関係）

大阪市　Ӕ　区 ʴˀῬ1ʞ ᷂

廃止承認申請書

記

止の承認を申請します。

について、大阪市空家利活用改修補助事業補助金交付要綱の規定に基づき、下記のとおり廃

住　所

31

氏　名

Ẏ ⁸ӔӢʴˀῬ - -

Ẏ Ẑ

̮ὁП Ḍ

廃 止 の 理 由

大阪市空家利活用改修補助事業

8

補助事業者

令和　 年 7月15日付け大阪市指令都整防第 号にて通知を受けた補助事業

4

1

ʹ›˗ ר ׄʣ ʹ›˗

2

（契約の締結を含む）
補 助 事 業 の 現 状

建 物 所 在 地

補 助 事 業 名 称

補 助 事 業 内 容

（ 地 名 地 番 ）

申請日（窓口受付日）を記入してください。

補助事業者（所有者）の住所（住民票

の住所）・氏名を記入してください。

補助金交付決定通知書等の右上の

「日付」と「番号」を記入してください。
（既に変更通知を受けられたことがあ
る場合は変更通知書の「日付」と「番
号」を記入してください。）

補助金交付申請書と同じ印鑑

を押印してください。

スタンプ型印鑑は使用できません。

※注意 ：訂正は、二重線の上に押印してください⇒ （例）大阪市
（修正液・修正テープ等は使用せずに、申請印と同じ印鑑で訂正してくだ
さい）
※捨印はご使用いただけません。

印

申請をしている建物の

地名地番

どちらかに○をつけてください。

廃止する理由を簡潔に記入してください。
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「代理受領」とは、補助金額の確定後に補助事業者が契約金額から補助金額を差し引いた額を耐震事業

者へ支払い、補助金を申請者に代わって耐震事業者が代理で請求及び受領する制度です。 

次の書類が追加で必要となります。詳しくは窓口（表紙記載）までお問い合せください。 

 

● 追加書類一覧 

③補助金交付申請書類と合わせて提出   提出部数＜１部＞ 

 代  

 
補助利用についての確認書 ╛   

④実績報告書類と合わせて提出   提出部数＜１部＞ 

 代  

 
補助事業完了明細書 ╛   

⑤補助金の請求書類と合わせて提出   提出部数＜１部＞ 

 代

1 

 

 
代理請求及び代理受領委任状 ╛ 25  

 代

2 
 補助事業内訳説明書 ╛   

 代

3 
 領収書の写し（原本照合を行います） ԍ ֓  

 

★ ご提出いただいた書類は返却しませんので、控えは別途ご用意ください。 

  

○代理受領の手続きについて 
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＜注意事項＞ 

・ ③補助金交付申請書類と合わせて提出してください。 

  

年 月 日

大阪市　　　　　区

　私(甲)は本補助事業を実施するにあたり、下記について了承しています。

令和

代表者氏名 ̈ ֝ ☻ ᾶ ʝ

事業者に委任する予定です。

記

空家利活用改修事業者

住　　所 Ẏ ⁸ Ӣ ʞ ֵ

会 社 名 ┴ ˗ҵ

建物所在地 Ӕ ʴˀῬ ʞ ᷂

（地名地番）

　私は、補助事業の実施をするにあたり、補助金の請求及び受領を下記の空家利活用改修

6 24

補助利用についての確認書

補助事業者

住　所 Ẏ ⁸ӔӢʴˀῬ

Ẏ Ẑ ㊞
氏　名

補助金交付申請書と同じ印鑑

を押印してください。

スタンプ型印鑑は使用できません。

インスペクション等を行う建物の地名地番

記入日をご記入ください

代表者の肩書きも必ず
記入ください。

工事を行う事業者の住所・会社名・代
表者名を記入してください。

補助事業者（所有者）の

・住所（住民票の住所）

・氏名（申請と同じ漢字）

を記入してください。

③-代 補助利用についての確認書 
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＜注意事項＞ 

・ ④実績報告書類と合わせて提出してください。 

  

年 月 日

大阪市　　　　　区

令和

代表者氏名 ̈ ֝ ☻ ᾶ ʝ

差引金額を支払った後、補助金交付請求については、同空家利活用改修事業者が行います。

記

空家利活用改修事業者

住　　所 Ẏ ⁸ Ӣ ʞ ֵ

会 社 名 ┴ ˗ҵ

建物所在地 Ӕ ʴˀῬ ʞ ᷂

（地名地番）

私は、補助金額が確定した後、補助事業に要した費用から補助金額を差し引いた金額を

下記の空家利活用改修事業者へ支払います。

● 10 5

補助事業完了明細書

補助事業者

住　所 Ẏ ⁸ӔӢʴˀῬ

Ẏ Ẑ ㊞
氏　名

記入日をご記入ください

インスペクション等を行った建物の地名地番

補助金交付申請書と同じ印鑑

を押印してください。

スタンプ型印鑑は使用できません。

代表者の肩書きも必ず
記入ください。

工事を行った事業者の住所・会社名・
代表者名を記入してください。

補助事業者（所有者）の

・住所（住民票の住所）

・氏名（申請と同じ漢字）

を記入してください。

④-代 補助事業完了明細書 
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＜注意事項＞ 

・ ⑤補助金の請求書類と合わせて提出してください。 

・ 修正の際は、代理人の押印だけではなく、委任者（補助事業者）の押印も必要です。 

  

【共通】

令和 年 月 日

委任者（補助事業者）

㊞

上記の権限の委任を受ける事を承諾します。

㊞

（お願い）

・委任者の方へ

この委任状は、補助金額確定後に受任者へお渡しください。

・受任者の方へ

この委任状は、補助金を請求する際に必ず必要となりますので、必要事項を記入・押

印のうえ、「補助金交付請求書」と併せて提出してください。

┴ ˗ҵ

̈ ֝ ☻ ᾶ ʝ

代理請求及び代理受領委任状

   受任者（インスペクション・耐震診断・耐震改修設計を行った空家利活用改修事業者）

住 所

会 社 名

代表者氏名

私は、令和 年7月15日付け、大阪市指令都整防第 号にて補助金額の確定の通

知を受けた補助金（金　　　175,000 　　　　円）にかかる請求及び受領について、次

のとおり委任します。

記

住 所

氏 名

Ẏ ⁸ӔӢʴˀῬ - -

Ẏ Ẑ

15

大 阪 市 長

Ẏ ⁸ƦӢơơƱ¥ʞ Ʀ ơֵ

様式19（第28条関係）

11

印

補助金額確定通知書の右上の「日
付」と「番号」を記入してください。

記入日をご記入ください

確定補助金額を記入し
てください。

補助金交付申請書と同じ印鑑

を押印してください。

スタンプ型印鑑は使用できません。

補助金交付請求書と同じ印鑑
を押印してください。
「社印」「代表者印」を押印くださ

代表者の肩書きも必

ず記入ください。

インスペクション等を行った事業者
の住所・会社名・代表者氏名を記
入してください。

補助事業者（所有者）の

・住所（住民票の住所）

・氏名（申請と同じ漢字）

を記入してください。

⑤-代 1 代理請求及び代理受領委任状 
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＜注意事項＞ 

・ ⑤補助金の請求書類と合わせて提出してください。 

・ 修正の際は、代理人の押印だけではなく、委任者（補助事業者）の押印も必要です。 

年 月 日

住　　所

会 社 名

代表者氏名

大阪市　　　　　区

金　　　　　　　　　　　　　　　円 (税込)

金　　　　　　　　　　　　　　　円

金　　　　　　　　　　　　　　　円

年 月 日

住　　所

氏　　名

令和

令和

4 確 定 補 助 金 額

私は、上記差引金額を確かに空家利活用改修事業者へ支払いました。

補助事業者

Ẏ ⁸ӔӢʴˀῬ , ,

Ẏ ƱẐ ㊞

5 差 引 金 額 ƨ ƨƨƨ ƨƨƨ

ƨ 11

補 助 事 業 内 容

2 建 物 所 在 地 Ӕ ʴˀῬ ʞ ᷂

15

（ 地 名 地 番 ）

3 契 約 金 額 ƨ ƨƨƨ ƨƨƨ

㊞

私は、補助事業に要した費用から補助金額を差し引いた金額を次のとおり請求及び受領

しました。

記

1 補 助 事 業 名 称 大阪市空家利活用改修補助事業

̮ὁП Ḍ

ҞѰ↓ Ḍ

ƨ 11 15

補助事業内訳説明書

空家利活用改
修事業者

Ẏ ⁸ƦӢơơƱ¥ʞ Ʀ ơֵ

ƦƦƦ┴ ˗ҵ

̈ ֝ ☻Ʊ ᾶ Ʊʝ

印

記入日をご記入ください

補助金交付請求書と同じ印鑑を
押印してください。
「社印」「代表者印」を押印ください。

＜補助金請求及び受領の権限を受任した事業者＞

・住所

・会社名

・代表者氏名（肩書きも必ず記入してください）

インスペクション等を行った建物の地名地番

記入日をご記入ください

補助金額確定通知書の補助

事業内容を記入してください。

補助金交付申請書と同じ印鑑

を押印してください。

スタンプ型印鑑は使用できません。

契約金額から確定補

助金額を差し引いた金

額を記入してください。

補助事業者（所有者）の

・住所（住民票の住所）

・氏名（申請と同じ漢字）

を記入してください。

⑤-代 2 補助事業内訳説明書 
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【 サンプル 】 

 

 

 

 

 

＜注意事項＞ 

・ 宛名は補助事業者としてください。 

・ 原本照合を行います。原本をお持ちください。 

 

 

 

  

株式会社　○○○○○建設

（建物所在地：大阪市北区中之島１丁目３番地） 代表取締役　●●　●●

〒　●●●-●●●●

●●●●●●●●●-●-●

ＴＥＬ　●●-●●●●-●●●●

ＦＡＸ　●●-●●●●-●●●●

インスペクション・耐震診断・耐震改修設計費として

上記金額正に領収いたしました

領収書

●年７月２９日

大阪　太郎　様

金額　　￥●●●，●●●、－
（内消費税　●●，●●●、－）

社印

印
紙ӽ

フルネームを記入してください。

名目を忘れずに記入してください。
契約金額から確定補助金額を差し引いた金額。

⑤-代 3 領収書の写し （原本照合を行います） 
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自己の居住の用に供する家屋であり、かつ、昭和５６年５月３１日以前の耐震基準で建築された既存住宅に

ついて、一定の耐震改修工事を行った場合、所得税の特別控除及び固定資産税の減額措置が受けられま

す。 

 適用には要件があり、現行の耐震基準に適合させるための耐震改修工事（木造住宅の場合、上部構造評

点が 1.0 以上で地盤及び基礎が安全であるもの等）を行うとともに、必要書類に建築士・指定確認検査機関

または地方公共団体が発行する「住宅耐震改修証明書」を添付して、税務署（所得税）または市税事務所

（固定資産税）に申告する必要があります。 

 なお、本市の補助事業を利用して、税制の適用要件を満たす（＊）耐震改修工事が行われた場合は、本

市で「住宅耐震改修証明書」を発行することができます。証明書の発行を依頼される方は、書類を窓口（表

紙記載）へ提出してください。証明書は、書類をご提出いただいてから２週間程度で発行することができます。 

 

 

 所得税控除 固定資産税減額措置 

対象となる 

既存住宅の要件 

・自己の居住の用に供する家屋であること 
・昭和 56年 5月 31 日以前に建築され
たものであること 

・現行の耐震基準に適合しないものである
こと 

・昭和 57年 1月 1日以前から所在する
住宅であること 

・人の居住の用に供する部分が延べ面積
の 2分の 1以上であること 

住宅耐震改修 

の要件 
・現行の耐震基準に適合させるための耐
震改修工事※１ 

・現行の耐震基準に適合させるための耐
震改修工事※１ 

・改修工事に要した費用の額が 50 万円
超／戸 

手続き ・必要書類※2を添付して税務署へ申告 
・耐震改修が完了した日から３ヶ月以内に
必要書類※2を添付して市税事務所へ
申告 

お問合せ先 税務署（管轄地域があります） 家屋のある区を担当する市税事務所 

※１ 木造住宅の場合、上部構造評点が 1.0 以上で、地盤及び基礎が安全であること等の要件があります。

詳しくは窓口（表紙記載）までお問い合わせください。 

※2 「住宅耐震改修証明書」等が必要となります。 

なお、同証明書の発行については、本市以外にも発行できる場合があります。（下記参照） 

詳しくは窓口（表紙記載）までお問い合わせください。 

◎建築士事務所に所属する建築士 

◎指定確認検査機関 

◎登録住宅性能評価機関 

◎住宅瑕疵担保責任保険法人 

 

＊ 税制に関するお問い合わせは、所得税控除については税務署、固定資産税については市税事務所へ

お願いします。 

 

申請書様式のダウンロードはこちら 

http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_fr2_000011.html 

 

 

○耐震改修促進税制について 

http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_fr2_000011.html

